
Ⅰ　計画の策定にあたって
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１　計画の趣旨

ニセコ町がこれまで実施してきた総合計画の性格は、「ニセコ町総合計画（第１次）」（昭

和４７年～昭和５６年）では、ニセコ町の発展する方向を長期的に展望し、その進路に介

在する諸問題を解決するための施策を示すものであった。「ニセコ町新総合計画（第２

次）」（昭和５７年～平成３年）では、参加と連携を基調とした自らの地域を自らの責任に

おいて治める、という地方自治の原点に立った自主自立の精神から発想されたもので、町

民自身の主体的・自治的な活動と開発への積極的参加のための誘導の指針となるものであ

った。「第３次ニセコ町総合計画」（平成４年～平成１３年）では、２１世紀初頭を見据え

た長期展望に立って、本町が目指すべき将来発展像を町民共有の目標として掲げるととも

に、これを実現するための町政の基本方針や町民活動の基本的方向を明らかにしようとす

るものであった。これまでの３次（３０年）にわたる総合計画によって、社会基盤、産業

基盤の整備や環境対策、福祉対策、教育対策等の諸施策を計画的に進め、ゆっくりとでは

あるが着実に発展を遂げてきました。しかし、高度成長期の経済対策や景気によって、本

町の発展が大きく左右されていたことも事実で、今日の長びく景気低迷によって、生産意

欲の減退や産業基盤が不安定となってきているのが実態であった。さらに、多様化してき

た住民意識や高度情報通信社会、高次成熟社会等への変化に対応していくことが求められ

ており、今後のニセコ町のめざすべき姿として「ニセコ町まちづくり基本条例」の理念に

基づき、２１世紀のニセコにふさわしい「第４次ニセコ町総合計画」を策定するものです。

２　計画の構成と計画期間

　この計画は、基本構想、基本計画、実施計画により構成されます。

【基本構想】

　基本構想は２１世紀のニセコにふさわしい将来方向を示しており、今後何をしていかな

ければならないかという基本方針を設定しています。

　計画期間は、平成１４年度から平成２３年度までの１０年間を目標としています。

【基本計画】

　基本計画は、基本構想で示した将来方向や各種の方針をより具体的に明らかにするとと

もに、市町村連携を視野に入れた計画としています。

　計画期間は基本構想と同じく１０年を目標とし、概ね３年で見直します。日々変遷する

時代に対応していくために、基本構想の枠内で柔軟に変更、修正をしていきます。
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【実施計画】

　実施計画は、基本計画に示したまちづくりの仕事を、個別事業ごとに実施スケジュール

や事業内容を「ニセコ町財政計画」に基づくルールに従い明らかにするものです。

　よって実施計画は「ニセコ町財政計画」と連動しながら、計画期間が３年の計画を毎年

度策定することとします。

○　計画の構成図

平成14年度 　　平成23年度

第１期実施計画（平成14～16年度）

第２期実施計画（平成15～17年度）

第３期実施計画（平成16～18年度）

第４期実施計画（平成17～19年度）

基　　本　　計　　画

基　　本　　構　　想

計画期間3年の計画を毎年度

策定（第10期まで）



3

３　ニセコ町の現状と課題

３－１　ニセコ町の歴史

　明治２８年　字西富から開拓が始まる

明治３４年　真狩村（現留寿都村）から分村、狩太村と称し、戸長役場を元町に置く

明治３７年　函樽鉄道（現函館本線）が開通する

明治３９年　２級町村制が敷かれる

明治４３年　ニセコ、曽我一帯が倶知安村から併合される

大正１１年　有島武郎が小作人を集会所に集め、４５０町歩の「農場開放宣言」を行う

大正１４年　桂台の一部を弁辺村（現豊浦町）から併合し、現在の行政区域が定まる

昭和２５年　羊蹄山が国立公園に指定される（支笏洞爺国立公園）

昭和３８年　ニセコ山系が、ニセコ積丹小樽海岸国定公園に指定される

昭和３９年　狩太町を「ニセコ町」に町名改称する

平成１３年　「ニセコ町まちづくり基本条例」施行

平成１３年　開基１００年を迎える

３－２　ニセコ町の地勢・自然

　ニセコ町は、東経 140°48'、北緯 42°52'後志支庁管内中央部の羊蹄山（えぞ富士）西

麓に位置しています。地形は周囲を山岳に囲まれた波状傾斜の丘陵盆地を形成しており、

面積 197.13ｋ㎡で東西に 20㎞、南北に 19㎞の広がりをもちます。

　総面積の 72.0％、142.03ｋ㎡が山林原野で、耕地は 15.5％、30.51ｋ㎡で水田 7.01ｋ㎡、

畑 23.50ｋ㎡の利用となっています。

　気象条件は概して内陸性気候を呈し温和であるが、東に羊蹄山（1,898ｍ）北にニセコ

アンヌプリ（1,308ｍ）がそびえ、冬期には積雪が多く平年で 160 ㎝、多い年には 230 ㎝

にも達する豪雪地帯です。

　また、本町は自然条件に恵まれており、支笏洞爺国立公園、ニセコ積丹小樽海岸国定公

園の一角をなし、ニセコ連峰を中心に四季を通じて観光客が訪れています。

３－３　ニセコ町の社会的・経済的条件

　ニセコ町の中央部を東西に横断する一般国道５号を幹線として、道道６６号（道道岩内

洞爺線）がこれに交差し、尻別川沿いにＪＲ函館本線が通じています。しかし、ＪＲの特

急、急行の廃止や、高速道路網の整備の遅れから、交通条件は決して良いとはいえない状

況にあります。近隣との道路によるアクセスは、倶知安町２０分、小樽市１時間３０分、

札幌市２時間、千歳市２時間、室蘭市２時間１０分程度の距離に位置し、産業・生活・観

光など、幹線の交通量は年々増加しています。冬期間は積雪のため車両通行が不能となる

地域もあります。
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　基幹となる産業は農業で、馬鈴薯を主体とする畑作物、水稲、野菜など栽培作物は多岐

にわたり、酪農、養豚などの畜産及び複合の経営も多くなっています。経営耕作面積は、

一戸当たり平均 11.6ha と中規模となっています。近年は、立地条件の不良等により他産

業への流出による農家戸数の減少が顕著で、その遊休農地の保全と活性化が大きな課題と

なっています。

　地域的に支笏洞爺国立公園 1,447ha、ニセコ積丹小樽海岸国定公園 1,280ha の公園区域

を有し、スキー場、ゴルフ場、温泉、ホテル、ペンションなどを備え、民間資本などによ

る大規模な観光開発が進められ、昭和５０年代頃から急速に発展を遂げてきました。この

ため、農業中心の産業構造から農業と観光の２本立ての構造へ変化してきました。

３－４　ニセコ町の人口動態

①　人口・世帯の現況

　昭和５５年からの人口の推移を５年ごとの国勢調査人口で比較すると、昭和５５年から

６０年までの５年間では 26 人増加し、増加率は 0.6％であったが、昭和６０年から平成２

年までの５年間では 82人、1.8％とわずかに減少しました。平成２年から平成７年では 130

人、2.9％の増加に転じましたが、平成１２年では 4,553 人、1.9％の減少となっており、

昭和５５年から現在までほぼ横這いの状況となっています。

○表１　国勢調査人口の推移
１ ９ ６ ０

（ 昭 和 ３ ５ 年 ）
１ ９ ８ ０ （ 昭 和 ５ ５ 年 ）

実 数 実 数 増 減 率 実 数 増 減 率 実 数 増 減 率 実 数 増 減 率
7 ,8 3 8 7 ,0 8 6 - 9 .6 % 5 ,7 2 5 - 1 9 .2 % 5 ,0 0 3 - 1 2 .6 % 4 ,5 6 7 - 8 .7 %
2 ,8 2 7 2 ,1 4 2 - 2 4 .2 % 1 ,5 0 0 - 3 0 .0 % 1 ,1 3 6 - 2 4 .3 % 9 2 8 - 1 8 .3 %
4 ,5 6 0 4 ,4 7 8 - 1 .8 % 3 ,7 3 2 - 1 6 .7 % 3 ,3 0 9 - 1 1 .3 % 3 ,0 6 2 - 7 .5 %

う ち １ ５ ～
２ ９ 歳 ( a )

1 ,8 3 7 1 ,7 0 8 - 7 .0 % 1 ,2 4 2 - 2 7 .3 % 9 8 0 - 2 1 .1 % 8 2 2 - 1 6 .1 %

６ ５ 歳 以 上 ( b ) 4 5 1 4 6 6 3 .3 % 4 9 3 5 .8 % 5 5 8 1 3 .2 % 5 7 7 3 .4 %

2 3 .4 % 2 4 .1 % － 2 1 .7 % － 1 9 .6 % － 1 8 .0 % －

5 .8 % 6 .6 % － 8 .6 % － 1 1 .2 % － 1 2 .6 % －

実 数 増 減 率 実 数 増 減 率 実 数 増 減 率 実 数 増 減 率
4 ,5 9 3 0 .6 % 4 ,5 1 1 - 1 .8 % 4 ,6 4 1 2 .9 % 4 ,5 5 3 - 1 .9 %
8 8 9 - 4 .2 % 7 9 4 - 1 0 .7 % 7 6 9 - 3 .1 % 6 5 7 - 1 4 .6 %
3 ,0 5 8 - 0 .1 % 2 ,9 1 2 - 4 .8 % 2 ,9 5 0 1 .3 % 2 ,8 1 5 - 4 .6 %

う ち １ ５ ～
２ ９ 歳 ( a )

8 2 7 0 .6 % 7 4 5 - 9 .9 % 7 8 0 4 .7 % 7 5 6 - 3 .1 %

６ ５ 歳 以 上 ( b ) 6 4 6 1 2 .0 % 8 0 5 2 4 .6 % 9 2 2 1 4 .5 % 1 ,0 8 1 1 7 .2 %

1 8 .0 % － 1 6 .5 % － 1 6 .8 % － 1 6 .6 % －

1 4 .1 % － 1 7 .8 % － 1 9 .9 % － 2 3 .7 % －

若 年 者 比 率
( a ) / 総 数

高 齢 者 比 率
( b ) / 総 数

１ ９ ８ ５ （ 昭 和 ６ ０ 年 ） ２ ０ ０ ０ （ 平 成 １ ２ 年 ）

総 数
０ ～ １ ４ 歳
１ ５ ～ ６ ４ 歳

高 齢 者 比 率
( b ) / 総 数

区 分
１ ９ ９ ０ （ 平 成 ２ 年 ） １ ９ ９ ５ （ 平 成 ７ 年 ）

総 数
０ ～ １ ４ 歳
１ ５ ～ ６ ４ 歳

若 年 者 比 率
( a ) / 総 数

１ ９ ６ ５ （ 昭 和 ４ ０ 年 ） １ ９ ７ ０ （ 昭 和 ４ ５ 年 ） １ ９ ７ ５ （ 昭 和 ５ ０ 年 ）
区 分

人口の推移（住民基本台帳） （単位：人、％）

平成７年３月３１日 平成１２年３月３１日
区 分

実 数 構 成 比 実 数 構 成 比 増 減 率

総 数 4,642 － 4,539 － - 2.2

男 2,235 48.1 2,204 48.6 - 1.4

女 2,407 51.9 2,335 51.4 - 3.0
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　ニセコ町における人口減少は、昭和３０年代後半からの経済の高度成長などに伴う都市

への人口流出、また産業基盤、社会生活基盤整備の遅れなど全国的な共通要因のほか、不

動産業者の土地の買い占めなどによる地価の高騰が要因となって、開拓入植者の離農など

を中心に進行してきました。しかしながら、今日の社会経済事情の推移に加え、企業誘致、

観光開発が進んだことなどから人口の流出に一定の歯止めがかかり、昭和５５年からの人

口推移で見ると、人口の横這い状態が続いています。

　世帯数は、昭和５５年 1,397 世帯、昭和６０年 1,529 世帯、平成２年 1,583 世帯、平成

７年 1,744世帯、平成１２年 1,766世帯と２０年間で 26.4％増加し、その逆に一世帯当た

り世帯員数は昭和５５年 3.3人、昭和６０年 3.0人、平成２年 2.8人、平成７年 2.7人、平

成１２年 2.6人と減少し核家族化の傾向は強まってきています。

○グラフ 1　国勢調査に見る若年者比率と高齢者比率の推移

　　上の表を見ると、若年者人口比率（１５～２９歳までの人口比率）は緩やかに減少傾向であることを

示しているのに対し、高齢者人口比率（６５歳以上の人口比率）は急激に増加していることがわかる。
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○グラフ２　人口移動の推移

②北海道内町村におけるニセコ町の転入・転出率の位置づけ（他町村との比較）

　平成１２年度のニセコ町転入率（平成１３年３月末に対する人口）は、4.6％、転出率

は、5.0％となり、転入率及び転出率は、北海道全体より低く、後志支庁より高くなって

います。

　過去１０年間の転出、転入率の傾向を見ると、ニセコ町の転出・転入率は、北海道全体

の数値より低いものの、後志支庁より高い数値である傾向が強く、平成５年、平成６年の

ように転入率が市部を含んでいる全道値より高くなる年も見られます。

○グラフ３　転入率の推移　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：住民基本台帳

○グラフ４　転出率の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：住民基本台帳
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③ニセコ町の転入・転出の推移と現状

③－１　これまで２０年間の人口動態の推移

　ニセコ町の転入・転出の推移は、昭和５７年度以降、転入・転出共に 200 人から 400 人

位の間で増減を繰り返し、平成２年から平成６年にかけては、転出・転入が共に多い時期

もありましたが、それ以降は、転入・転出共に減少傾向となっています。

　過去２０年間の転入者数、転出者数の合計がともに現在の人口を上回っており、全町民

の在住年数が同じ年数であったとすると、２０年で全て人が入れ替わる計算となります。

社会動態は、経済が好景気の時に転出者が転入者を上回る社会減、不況期に転入者が転

出者を上回る社会増の傾向が見られます。

○グラフ５　ニセコ町の転入・転出者数の推移

③－２　過去５年間の支庁別等転入・転出先

　平成８年度以降の過去５年間におけるニセコ町の転入・転出先は、後志支庁管内が多く、

全体の４割近く（それぞれ 36％、38％）を占めています。次いで石狩支庁管内となってお

り、全体の約３割（それぞれ 28％、30％）を占めています。

　その他の地域では、他都府県が多くなっており、転入で 21％、転出で 15％を占めてい

ます。石狩支庁管内及び後志支庁管内をはじめとする道内に対しては、ニセコ町からの転

出が転入を上まわり、他都府県に対しては、ニセコ町への転入が転出よりも多くなってい

ます。

○グラフ６　平成８年から平成１２年までの支庁別等転入・転出先
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③－３　転入・転出先の傾向

平成８年から平成１２年まで５年間のニセコ町の転入・転出先の最も多いのは札幌市と

なっています。次いで、後志支庁管内の倶知安町となり、その次は、転入では蘭越町、転

出では小樽市となっています。

道外への転入先・転出先も多く、特に東京、神奈川、大阪等の大都市圏との社会移動が

多く見られます。

札幌市、倶知安町、小樽市に対しては、転入より、転出が多くなっていますが、蘭越町

及び道外の大都市圏からは転出より、転入が多くなっています。

○グラフ７　ニセコ町への転入先地域　　　　　○グラフ８　ニセコ町からの転出先地域

３－５　ニセコ町の産業構造

　総人口に占める就業者の割合は、高齢者人口の増加で、昭和４５年 54.7％、昭和５０年

53.6％、昭和５５年 53.3％と減少傾向にありましたが、昭和６０年 55.8％、平成２年 55.4％、

平成７年 54.3％と回復傾向にあります。

産業別就業人口は、昭和３５年から平成７年までの３５年間に就業人口総数が 33.2％減

少しました。特に第１次産業就業者は農業就業者を中心に 73.7％と著しく減少し、構成比

も 65.6％から 25.8％と減少したのに対し、観光関連産業を主とする第３次産業者数は、総

就業者数が減少する中で増加の傾向にあり、構成比では 26.2％から 61.2％へと増加し、昭

和６０年以降、第３次産業が第１次産業を上回るに至っています。基幹産業である農業と

観光との結びつきは弱く、これらの連携を図ることが、地域経済活性化の方向として重要

と考えられます。第２次産業就業者数は、昭和３５年に 310 人、構成比 8.2％が、平成７

年 328人、構成比 13.0％と微増となっています。
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○グラフ９　産業別就業人口の推移

○グラフ１０　農家戸数の推移
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○グラフ１１　農業粗生産額（棒グラフ、単位：百万円）と

　　農家１戸当たり生産農業所得（折れ線グラフ、単位：千円）の推移

○グラフ１２　観光客入込数の推移
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３－６　ニセコ町の生活環境

　ニセコ町の生活環境で特徴があるのは、公営住宅の入居率の高さ（21.8％）がまず挙げ

られます。要因は大型ホテル等の観光施設従事者の利用によるものなど様々なものがあり

ますが、全国平均の 3.8％、全道平均の 13％と比べると突出した数値といえます。

また、上水道の普及率（2000 年現在：83.3％）を上げることがニセコ町の課題のひとつ

ですが、すでに水道の普及している地区では、観光宿泊施設の多いニセコ町の特性により、

水道使用量は非常に多くなっています。

その他の生活環境の整備においても、全国・全道平均と比べるとほぼ充足しているとい

えますが、老朽化した中学校校舎の改築など、数値上で表せない部分にも解決すべき課題

があります。

○グラフ１３　学童・児童数の推移

○グラフ１４　ごみ処理量の推移
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○グラフ１５　し尿処理（汲み取り）人口の推移

＊下水道整備：平成 22年度までに処理計画人口 3,000人＜平成 13年度末で整備率（面積比）82.8％＞

○グラフ１６　水道普及率の推移

○表 2　町内の水道施設の状況
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１人１日当たり

使用量（㍑）
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いこいの村地区飲用水供給施設 34,153 15 2276.9 6238.0 
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ニセコ地区簡易水道 106,831 167 639.7 1752.6 
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３－７　ニセコ町の財政

ニセコ町の財政状況について、過去の決算額で比較すると、昭和６０年度から平成２

年度にかけ1.8倍と高い伸び率を示しましたが、平成２年度から平成７年度にかけては横
這い状態にあり、平成７年度から平成１２年度にかけては公共事業の拡大に伴い1.17倍
と増加しています。

自主財源の乏しいニセコ町では、国や道に対する依存度が高く、歳入の主なものは地

方交付税、譲与税、補助金などの国庫支出金・道支出金で全体の57.8％を占め、不足す
る財源は町債でまかなわれています。自主財源である町税については、基幹産業である

農業や観光の景気低迷、競争激化などにより、平成１２年度で12.7％と低い歳入構成比
率となっています。一方、歳出面では普通建設事業費が、35％前後の歳出構成比率であ
り、平成６年度32.3％、平成７年度26.6％、平成８年度は公営住宅建設や町道及び農業
農村整備事業の実施に伴い42.5％と大幅な増加となりましたが、平成９年度には34.1％、
平成１２年度36.4％と平年ベースを推移しています。
平成１３年度以降、一般廃棄物処理施設や中学校の改築など多額の財政需要が見込ま

れており、将来の町財政にとって重圧となることから、公債費負担の増大など種々の財

政状況を勘案しつつ、町債などの抑制に努め、健全な財政運営を維持することが必要で

す。

○表３　ニセコ町財政の状況                                 （単位：千円）

 区　　　　　　分 平 成 ７ 年 度  平 成 12 年 度
 歳  入  総  額　　　Ａ ４，１９６，１０９ ４，９４０，１５９

 一　般　財　源 ２，８８１，５３４ ３，０６０，１０４

 国 庫 支 出 金     １７８，４０７ ３０３，３４９

 道　支　出　金     ２７５，５３２     ３４５，１７６
 地　　方　　債     ５４６，６００     ７４５，７００

 うち過疎債     ３６４，２００     ３９０，７００
 そ　　の　　他     ３１４，０３６     ４８５，８３０

 区　　　　　　分 平 成 ７ 年 度  平 成 12 年 度
 歳　出　総　額　　　Ｂ ４，１３５，４３０ ４，８３０，９３４

 義 務 的 経 費 １，６１２，６００ １，６０６，７５９

 投 資 的 経 費 １，１０９，９２４ １，７６４，９１４

 うち普通建設事業 １，０９９，２０９ １，７５９，５２３

 そ　　の　　他 １，４１２，９０６ １，４５９，２６１

歳入歳出差引額　Ｃ（Ａ－Ｂ）       ６０，６７９     １０９，２２５
翌年度へ繰越すべき財源Ｄ              ０       ３１，４２３

 実質収支　Ｃ－Ｄ       ６０，６７９       ７７，８０２
 財 政 力 指 数           ２４．３        　 ２５．３
 公債費負担比率           １８．４           ２０．３
 起債制限比率           １０．５             ９．０
 経常収支比率           ７５．４           ７７．１
 地方債現在高 ４，５４３，７１０ ７，０４１，４４３
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３－８　地目別の土地利用現況

　ニセコ町の地目別土地利用状況は、平成１２年１月１日現在で、田 7.01ｋ㎡、畑 23.50

ｋ㎡、宅地 2.07ｋ㎡、原野 40.08ｋ㎡、山林 101.95ｋ㎡、牧場 0.92ｋ㎡、雑種地 3.59ｋ

㎡、池沼・その他 18.01ｋ㎡となり、総面積が 197.13ｋ㎡となっています。

　総面積の半分以上が山林で、内約半分は道有林で占められており、国立・国定公園や各

種保安林に指定されています。田畑等の耕作地は年々微減してきており、離農による耕作

放棄地が目立ち、逆に宅地は微増が続いています。

○グラフ１７　地目別土地面積

○表４・５　町内の森林・公園面積

区分 　 面積(ha)
人工林 　 2200
　 （うち針葉樹） 1947
　 （うち広葉樹） 253
天然林 　 10397
　 うち針葉樹 320
　 うち広葉樹 10077
樹林地総数 　 12597
伐採跡地 　 263
未立木地 　 372

公園
ニセコ町内に占

める面積(ha)
総面積(ha)

支笏洞爺国立公園 1374 99302
ニセコ積丹小樽海岸国定公園 1280 19009

ニセコ町
総面積1 9 7 . 1 3平方㌔
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